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第２章 LEADER 事業とリージョナル・マネージメントの実態 

 -ドイツ・ヘッセン州の事例 - 

 

                             飯田 恭子  
 
１. はじめに 

 

 本章では, ローカル・アクション・グループ（LAG）による LEADER 事業(1)の実施と

それを補佐するリージョナル・マネージメントの実態について, ドイツ・ヘッセン州の事

例を報告する。日本の農村地域振興施策におけるボトムアップの充実にむけて, リージョ

ナル・マネージメントのあり方を考察することが, 本報告の目的である。 
 
 「リージョナル・マネージメント」は, 地域振興をマネージメントすることである。こ

の用語は, 地域振興の多岐にわたるテーマ, 施策, 場面で用いられ, その解釈も様々であ

る（Schäffer 2003）。本報告では, LAG のリージョナルマネージャーが, LEADER 事業の

プロセスを LAG が円滑に進められるようにマネージメントすることを, リージョナル・マ

ネージメントと呼んでいる。また, リージョナルマネージャーとアシスタント等を含む

チーム, 事務所等の拠点もリージョナル・マネージメントと呼ぶ。 
 
 本報告は, 筆者がリージョナルマネージャーとして, LEADER 事業に関与するなかで得

た知識や経験に基づいている。研究テーマを設定して参与観察を続けた訳ではなく, むし

ろ自らの業務録を掘り起こしながら, その実態を振り返って記している。 
 2011 年から 2 年半にわたり, 筆者は, ヘッセン州にある LAG フルダ・ズュードヴェス

ト協会で, リージョナルマネージャーを務めている。2013 年, 14 年現在は, ヘッセン州内

の他の 2 つの LAG において, LEADER 事業の事後評価（Iida et al. (2014)）や新地域振興

戦略の策定を進めている。また, 1999 年には, ヘッセン州の研究委託を受け, カッセル大

学の研究チームの一員として, 6 つの LAG を含む 10 の地域振興協会による, LEADER 事

業と州農村地域振興プログラムの事後評価を行なっている（Ipsen et al. (1999））。これら

の知見をあわせた考察を加えて, 一地域の実態を報告する。 
 
 本章では, 実態報告に先がけて, LEADER メソッドと EU における事業の普及について

記す。LEADER メソッドについては, 実践で留意すべき点をまとめている。次に, ドイツ・

ヘッセン州において, LEADER 事業の導入も含めて, ボトムアップの地域振興政策が普及

する過程を記す。また, 各地の LAG の特徴について, 類型を示す。 
 実態報告では, まず, フルダ・ズュードヴェスト協会が実施する LEADER 事業の概要を
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示す。次に, LAG の実態として, メンバー構成, 運営と経営, リージョナルマネージャーの

人員配置, 助成プロジェクトの採択方法等を記す。続いて, リージョナルマネージャーの

業務内容を記す。最後に, リージョナルマネージャーの養成について記す。 
 LEADER 事業に関する用語の表記は, 松田 (2013) の報告に準じる。 
 
２. EU における LEADER 事業の目的と背景 

 

 LEADER事業は, 都市と農村の経済格差の是正を目的とし, 支援対象は農村地域振興の

取組である。欧州の農村地域は多様であるが, 多様なのは, 気候や土壌等, 農林業の生産条

件のみでない。地方都市や主要都市からの距離, 高速道路や鉄道, 港湾等の交通・物流の

インフラ整備状況も一律ではない。そもそも, 各国の立地や政治, 社会・経済基盤の発展

状況が大きく異なる。この条件下で, 一律的な支援事業のみを実施するのは効果的でない。 
 欧州では 1970 年代から, 農村振興政策がトップダウンで実施されるなか, 各地の社会, 
経済, 文化および自然等環境の特徴に適した施策のあり方が模索されてきた。そのなかで

考案されたのが, 地域の人々が自らの地域の将来像を描き, その実現にむけて必要な施策

を自ら選定して実施するという, LEADER 事業のメソッド（基本的な考え方）である（飯

田他 (2004), 伊藤（2008））。LEADER 事業は, 1991 年から今日まで続けられている。 
 
３. LEADER 事業とローカル・アクション・グループ 

 
 LEADER 事業では, 地域のステークホルダーが , ローカル・アクション・グループ

（LAG）を結成する。LAG は, 地域がおかれた条件を把握し, 弱点や強みを確認し, 地域

振興の可能性や課題を整理し, 戦略を考え, プロジェクトを実施する。この戦略策定から

実施までのプロセスを LAG が一貫して担うことが, 事業の大きな特徴である。LAG の構

成メンバーは, 住民や企業, NPO 等の団体, 職業組合, 地方公共団体等である。分野を越え

た連携により地域共同体をまとめることが, LAG に求められている（ECA (2010)）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 1 図 LAG による LEADER 事業の実施（トップダウンの施策と比較した利点） 

    資料：ECA (2010, P.11）. 
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 LAG は, ドイツでは州政府によって, コンペティションを通して選抜され, EU の認定

を受ける(2)。認定期間は, EU の多年次財政枠組みと同じく, 近年は 7 年間となっている。

理事会規則では(3), LAG のメンバー構成や担い手について, 基本的な枠組みが示されてい

る。ヘッセン州では, 組織形態は各グループに委ねられ, NPO のようなフェアラインとい

う組織(4), 有限会社, 自治体連合会等がある。 
 
４. LEADER メソッドの７つの特徴 

 
 LEADER メソッドは, 地域振興にむけて「何」をする必要があるかではなく, 「どのよ

うに」する必要があるかというアプローチの方法である（EC (2006)）。本メソッドには, ７
つの特徴がある。これらの特徴は, 事業の実施中に相互補完し, 良好に作用し合う。その

ため, ７つ道具として, セットで用いるよう推奨されている。また, ７つ道具を用いること

で, 事業の実施後も, 農村地域が活性化された状態が続き, 自らの問題を解決に導く能力

が地域に備わると考えられている（EC (2006), pp8-15）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第2図 LEADERのアプローチと7つの特徴 

               資料：EC (2006), P.8を参考に筆者作成. 

 

 （１） LEADERメソッドの特徴(5) 

 
  1）地域性をふまえた振興戦略 
 地域のアイデンティティ, 地域への帰属意識, 伝統, 共通の要望等がある「小さな社会」

を地域の範囲として, 地域振興戦略を策定する。地域の範囲は, 行政区に限らない。その

主な理由は, 下記の通りである。 

① 地域が有する資源とその強み, 弱点を把握しやすい 
 （資源とは, 人材, 組織, 資金, 経営力, 土地利用等） 
② 地域外からの政治・経済的な支援や圧力を整理し, チャンスやリスクを見極められる 
③ 上記の分析で（SWOT）, 地域の要求に沿い, 実現可能な戦略を策定できる 
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  2） ボトムアップ 
 ボトムアップとは, 地域のステークホルダーが, 地域振興戦略の策定, 課題の優先順位

について自ら考え, 意思決定することである。ステークホルダーは, 住民, 市民グループ・

ボランティア, 地方公共団体, 多分野の職業, 職業団体, 企業, 公益団体等である。ボトム

アップは, トップダウンの政策の代替でも, それに敵対するものでもない。その主な利点

は, 下記の通りである。 

① ボトムアップとトップダウンの政策を組み合わせ, より良く地域を振興できる 
② ボトムアップを戦略の策定時のみでなく実施時にも続けると, ステークホルダー 
 が, 戦略の達成度を確認し, 地域の情報を得ながら将来像を描くことができる 

 ボトッムアップの能力を向上させるには, 下記に取り組むと良い。 

① 意識の向上, 研修, 住民参加と活性化, 地域の強みと弱点の分析に取り組む 
② 様々な関心を持つ人々が参加して, 地域振興戦略を策定する 
③ 農村地域政策の関係機関が, ボトムアップに応じられる体勢を整える 
④ 地域振興戦略に適したプロジェクトを選ぶため, 明確な選択基準を設ける 
⑤ 透明性の高い意見交換, やり取りを通して, 合意形成をはかる 

 
  3） 官民のパートナーシップによるLAG運営 
 地域のステークホルダーによるパートナーシップであるLAGの設置が, LEADERメソッ

ドの根幹である。LAGは, 地域振興戦略の策定と実施, LAGの運営と経営を担う。LAGの

意思決定に関わるメンバーは, ボトムアップの原則を守るため, 官民の比率を民間優勢に

しなくてはならない。LAGを設置する主な利点は, 下記の通りである。 

① 地域のステークホルダーとその資金をまとめられる 
② 多分野にわたる活動を融合することで, 相乗効果を得て, クラスターを形成し,  
   地域をブランド化し, 競争力をつけられる 
③ 地域のステークホルダーの交流を促し, 連携を強化する際, ボトムアップの経験 
   に不慣れなことを考慮し, 適切にアドバイスし, 健全な議論を促すことで,  
  もめ事を軽減し, 解決の糸口を見つけることができる 
④ 多様な分野の人々が交流し, 互いに適応しながら, 農業の変化を促すことで（付加 
  価値のつく生産, 生態系への配慮等）, 農村の環境を保全し, 経済の多様性を豊か 
   にし, 生活の質の向上を図ることができる 

 
  4） イノベーションの促進 
 LAGが自由に活動し, 柔軟に意思決定することで, イノベーションは促進される。イノ

ベーションは広義に捉えられるが, 新しい産物, 生産品, 製品の導入, 新しいプロセスの

導入, 新しい組織の構築, 新しい市場の開拓等がある。農村地域は, 研究・開発の中心から

離れていることが多いが, イノベーションの推進は当然, 可能である。 
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  5） 総合的で分野の垣根を越えた活動 
 LEADER事業は, 特定分野の振興事業ではない。地域振興戦略では, 経済, 社会, 文化, 
環境等の多分野にわたる活動を束ねることが重要である。活動やプロジェクトは, 特定の

分野の関係者が実施することも, 複数の分野の関係者が共同で行なうこともある。 
 
  6） ネットワークの構築 
 ネットワークの構築は, EUの農村地域間で地域振興の成果や経験, LAG間のノウハウを

交換するうえで重要である。ネットワークによって, イノベーションが波及し, 地域振興

に対する関係者の理解や認識が深められる。また, LAGの連携プロジェクトも促進される。

LEADER事業を実施しない地域も, ネットワークを通して知識を共有できる。各国とEU
には, LAGのネットワークを促進する機関が設けられている。 
 
  7） 連携 
 連携は, 情報交換レベルのネットワークよりも, さらに強い関係である。例えば, 農産品

の生産や観光において, クラスターを形成し, 地域のブランド力を高めるうえで, 一地域

のみでは, 知識や生産力, 資金等が不足する場合, 国内外の他地域との連携が図られる。 
 
５. EUにおけるLEADER事業の普及 

 
 EU は, 1991 年から LEADER 事業を実施しているが, 事業が各国へと普及し, プロジェ

クト群が成果をあげるなか, その評価は, 年々と高まっている（Jasper et. al (1997), ECA 
(2010)）。LEADER メソッドは, 欧州で広く受け入れられ, 近年は, 農村再整備事業等, 農
村振興政策における他の事業でも, 本メソッドが一定程度に用いられている(6)。今期は「結

束政策 2014-2020」が打ち出され, 20 年以上実施されてきた LEADER メソッドを評価し, 
共通戦略フレームワーク（CSF Funds）(7)の全基金で(8), ボトムアップ（CLLD(9)）の手法

を一定程度用いるとしている（European Commission (2011)）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 3 図 EU における LEADER 事業の普及過程 

                    資料：引用文献(10)に基づき筆者作成. 
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６. ドイツ・ヘッセン州における LEADER 事業の推移 

 
 今日, ドイツの農村は, 食糧生産の場であると同時に, 水資源や再生可能エネルギーの

供給源, 中小企業の就業の場, 農村地域や近隣都市で働く人々の暮らしや保養の場として

の役割を期待されている。 

 ヘッセン州の農村地域には, 多様な農村空間が広がり, 2千以上の村と 370の小都市や町

（Gemeinde）があり, 州人口の半数である 3 百万人が暮らしている（HMULV (2007a), 
P.5）。大都市圏ライン・マイン地域への通勤者が多く暮らし, 都市近隣の保養地ともなっ

ている。 
 
 （１） ヘッセン州における LEADER 事業の導入 

 
 ヘッセン州では, 繰り返される政権交代が, 農村振興政策におけるボトムアップへの傾

倒の強弱を左右してきた。1982 年に, 緑の党(11)が州議会に議席を持つと, 当時の州政府は, 
オーストリアの山岳地域で 1970 年代から進められてきた, 内発的な農村地域振興に注目

した。「自立した地域の発展には, 活動的な人々が大勢存在し, 自信を持って互いに好意的

な雰囲気を持ちながら, 共に考え, 学び, 行動することが必要である」(12)という理念に共

感し（HMLULF (1983)）, 83 年の農村再整備事業(13)に初めてボトムアップの施策を導入し

ている。州は, フランクフルト圏を含む州の持続的な発展が, 農村のエコロジーと社会, 文化, 
経済の健全な発展と切り離せないという見解を示した（Hellberg (1994), pp9-26）。 
 
 州は, 84 年, 地域の自発性と自己責任を重んじる農村地域振興プログラム(14)を新設する。

伝統と農村の構造を維持し, 社会と文化のアイデンティティを再認識し, それらを仕事や

生活に結びつけることが目指された（Jordan (1987), Koch (1987)(15)）。住民プロジェクト

とそのネットワークが重視され, 農業以外の分野に助成の門戸が開かれた。行政以外の助

成ルートも模索された。本プログラムは, LEADER に近い理念を持っていたと言える。 
 1985 年には, 緑の党のフィッシャーが, 農業・農村, 環境, エネルギーの課題を統合し, 

ヘッセン州環境・エネルギー省をたちあげ, 大臣に着任している。連邦レベルでも, 初め

て社会民主党(11)と緑の党が連立している。 
 しかし, 州は, 政策の理念は示すが, それを実施するための十分なメソッドを持たず, 農村

地域振興プログラムの運営には試行錯誤が伴う。実施初期には, プロジェクトの申請が少

なく, 住民へのアドバイスの必要性が指摘される。85 年には, 数名のアドバイザーが州に

雇用され, プログラムの周知と普及が進められる。アドバイザーは, 住民を無償で助言し, 
助成申請の事務を補助し, 84 年から 87 年に 61 件のプロジェクトが助成されるが, 3 分の 2
は依然として農業事業であった（Mose (1993)）。87 年に連立が解消され, 州政府が保守系の

CDU(11)に変わると, 本プログラムは廃止の途をたどり, 農村地域のマーケティング事業(16)

や農村再整備事業にプログラムの内容の一部が残るのみとなった（Schuettler (1999)）。 
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 ボトムアップの施策が下火となっていた 1991 年, EU が, 自立して持続的な農村地域振

興にむけて, 地域への直接助成プログラムである LEADER 事業を打ち出した。ヘッセン州で

は, EU の LEADER 助成対象の 6 地域で LAG が設立され, 当初は, 農村再整備事業を助成

の受け皿としていた。そして, 同年に社会民主党と緑の党の連立政府が再び発足すると, 
翌 92 年に農村地域振興プログラムが再設置され, LAG のある 6 地域を含む 10 の地域で実

施された。州は, 本プログラムで, 91 年から 99 年まで, LEADER I と LEADER II を実施

している（Land Hessen (1993), Schuettler (1999), ARLL (2004)(17)）。 
 
 （２） LEADER 事業を含む農村地域振興プログラムの継続 

 
 ヘッセン州は, LEADER I の導入以来, 今日まで事業を継続しているが, その道のりは, 
紆余曲折している。99 年の政権交代では, CDU と FDP の連立政府が誕生し, LEADER 事

業を含む農村地域振興プログラムの存続が問われた。州は, 事後評価を 2 つの大学に委託

している(18)。その後, 州は, 農村地域振興プログラム（EPLR 2000-2006 Hessen）に

LEADER+を位置づけ, 2つのLAGが新設され, 合計 8つのLAGがEU認定を受けている。 
 
 続く 2007-2013 年期の農村地域振興プログラム（EPLR 2007-2013 Hessen）では, 25
の地域が州に採択され, うち 20 の LAG が EU 認定を受けている。LEADER 事業の導入

から 17 年間を経て, 州全域で本プログラムが展開するに至った（HMULV (2007a)）。 
 本期は, EU の戦略指針(19)に基づき, 本プログラムに 4 軸の目標が掲げられ, そのなかに

LEADER 事業が位置づけられ, 事業には, 20.8 百万ユーロがあてられた(20)。 
 

第 1 表 2007-2013 年期（EPLR 2007-2013 Hessen）の期間予算 

  

 

 

 

 

       資料：HMULV （2008, P.13).            注）表中の単位 Mio.は百万を表す． 

                    
 2014 年, ヘッセン州内の LAG では, 2014-2020 年期の LAG 認定に向けて, 新地域振興

戦略の策定が進められてきた（HMWVL 2013）。今期は, 24 の地域が LAG 認定を目指し

ている。LEADER 事業担当の環境・地球温暖化対策・農業・消費者省には, 緑の党の大臣

が着任している。リージョナル・フォーラム連合会は, 事業の充実にむけて省と対話を重

ねてきた。州は, 一地域の予算を 7 年間の総額で 2 百万ユーロ前後とし, 規定に準じて新

戦略を策定した全地域を採択した。また, 助成金の使用用途の緩和, 行政手続きの簡略化, 
全 LAG のリージョナルマネージャーの人件費補助を回答している(21)。 
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７. ヘッセン州のローカル・アクション・グループ 

 
 （１） LAG の類型 

 

 ヘッセン州各地のLAGは, 設立の背景が様々で, 構成メンバーや組織形態, リージョナ

ルマネージャーの配置も多様である。リージョナルマネージャー間の交流で得た情報に基

づき, 筆者が行なった考察では, 州内のLAGは, 1)内発型, 2)自然公園・国立公園型, 3)補助

金獲得型の３つの類型に分けられ, いずれも同程度の割合で存在すると思われる。 
 
  1） 内発型のLAG 

 「内発型」のLAGは, 地域の知名度は低いが, 住民の地域づくりに対する意識が高い。

エコミュージアムの実施, 再生可能エネルギーの推進, イノベーション支援, 起業者支援

に積極的で, 1991年のLEADER Iで設立された老舗のLAGが含まれる。 
 この類型のLAGは, LEADERメソッドの効果を最も発揮し, 長期的な視点をもって地域

振興を担っている。そのためか, EUの多年次財政枠組みの移行時には, LAGが拡大または

増設されている。LAG再編成の理由には, 重点テーマの変遷, 利用する補助金の種類の増

加とLAG経営の変化, LAGを持たない近隣市町のLEADER事業への関心の高まりがあげ

られる。代表的な地域は, ブルクヴァルド・エダーベルクランド, ヘッセン・シュピッツェ, 
オーデンヴァルトである。LAGの名称は, 注(22 )に示す。 
 
 例えば, ブルクヴァルド・エダーベルクランドのLAGは, 環境保全に戦略の重点を置き, 
バイオマス活用や地区暖房の導入等, 再生可能エネルギーの活用に関するプロジェクトを

多く実現している。 
 再生可能エネルギー市民組合結成の際は, LEADER事業により, 木質燃料等を用いた地

区暖房の実行可能性調査とインフラ整備が助成されている。別の町では, 住民が, 共同出

資と寄付金, LEADER事業の助成を組み合わせて, 電気自動車5台と充電機器を購入し, 電
子予約システムを構築し, ボランティアの事務局運営によって, 青少年や高齢者が相乗り

予約できるカーシェアリングを実現している。人口1,600人の小さな町における取組であ

る。エネルギー問題と少子高齢化問題を融合し, 住民の相互扶助によって問題解決を図る

というプロジェクト設計が, 画期的である（Iida (2014b)）。 
 
 また, ヘッセン・シュピッツェのLAGでは, 住民の地域に対するアイデンティティの構

築に戦略の重点が置かれている。1997年から「エコ・ミュージアム」の手法により, サテ

ライト（拠点）として, 地理的に地域の特徴が分かる場所や, グリム童話にまつわる文化

遺産を, LEADER事業の助成を用いて整備している。国際的なLAG間の交流を深めながら, 
カッセル市近郊の文化・レクリエーション地域として, 農村地域の価値を高めている。 
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  2） 自然公園・国立公園型のLAG 

 この類型のLAGは, 自然公園(23)や国立公園等の認定を受けた地域で活動している。従来

より, 自然景観を観光資源とした農村振興が展開され, 風光明媚な土地柄から, 地域の知

名度が高く, 住民が地域に抱くアイデンティティも良好で, 強く, LEADER事業が安定的

に実施されている。自然・生活圏ロエンとフォーゲルスベルクがLEADER Iから, ヴェラ・

マイスナーがLEADER IIから続く老舗のLAGである。また, ディーメルゼー, シュペッ

サート, ラーン・ディル・ベルクラント, ケラーヴァルト・エダーゼー等がある。 
 
 例えば, 1991年にLAG認定を受けた自然・生活圏ロエンは, 1994年にユネスコから生物

圏保存地域に指定されている。ロエンは, ヘッセン州, バイエルン州, テューリンゲン州の

州境にまたがり, 戦後に東西ドイツに分割され, 山地も起因してゆるやかな近代化を遂げ

た。兼業農家が多く, 小規模な経営面積で, 肉牛や乳牛, 羊を放牧している。中央ヨーロッ

パの丘陵地が, 農業の衰退で森林化したなか, ロエンの農業が維持する豊かな生態系と風

景, 生活文化の多様性には比類がない（Planungsbüro Grebe (1995)）。 
 LAGは, LEADER事業等を用いて, 農業と生態系保全, 観光, 食品加工, 飲食サービス

を連携させ, 地域ブランドの確立を目指している（Koscielny et al. (1999) , Ott et al. 
(1992), Iida (2000), (2008)）。農業を住民や他セクターと連携させ, 農業振興と地域の環境

保全を両立させることは, LAGの重要な任務である（NLR (2014)）。第4図に示すように， 
LEADER事業は，地域の環境･生態系，暮らし，営みに総合的に働きかけている。 
 
 
 
 
 
 
 
 

第4図 LEADER事業の分野 
資料：Ipsen (2006) ランドスケープの概念を構築する分野. 

 
  3） 補助金獲得型のLAG 

 「補助金獲得型」は, LAGを持たない地域の地方公共団体が, 寄合所帯で設置した仮設組

織で, 2007-2013年期に設立されている。筆者がリージョナルマネージャーとして勤めたフ

ルダ・ズュードヴェスト,  ヘアスフェルト・ローテンブルク,  ラーン・ディル・ヴェッ

ツラー,  ギーセナーラント, ダルムシュタット・ディーブルク等がある。この類型のLAG
が誕生した背景には, 州の地方公共団体に対する近年の予算配分の縮小がある。 
 この類型のLAGは, 地方都市の周辺にあり, 地域のまとまりやアイデンティティに欠く。

一方, 地域は就業の機会に恵まれ, 住民の生活水準が比較的に高い。LAG理事には, 加盟す
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る町の町長と郡の首長が多く, LEADERメソッドへの関心が低い。EU認定の際, 行政の要

請で, 同業者組合やNPO等, LAGに必要なメンバーが招集されて, 理事となっている。 
 
 この類型のLAGでは, 2007年の事業始動時に行政プロジェクトが進められ, 予算の消化

後は, LAG運営が形骸化している。リージョナルマネージャーの人件費助成が, 2013年半

ばに終了すると, 筆者の知る限りでは, 1つのLAGのみが, その雇用契約を更新している。

それ以外のLAGは, 事務局住所を地方公共団体に移し, 行政職員をLAG事務員とし, LAG
の看板を掲げたまま活動を停止している。ボトムアップのプロジェクトは, リージョナ

ル・マネージメントを失い, その活動を減速, 中断している。 
 LAGに加盟する町や郡の長は, 補助金期間の移行時に, EUと州が主導する政策を肩代わ

りして, LAGに資金供給することを疑問視している。「補助金獲得型」のLAGは, 2014-2020
年期にLAGの再認定を受けるため, リージョナルマネージャー不在のまま, 新地域振興戦

略の策定作業をコンサルタントに外注している。 
 
 （２） ローカル・アクション・グループの職員配置 
 
 ヘッセン州では, 筆者の知る限り, 20 のうち 8 の LAG が, 通常からリージョナル・マ

ネージメントを地域振興コンサルタントや設計事務所, 観光協会等に委託している。また, 
行政職員が, リージョナルマネージャーに登録されるケースもある。ある LAG では, 郡の

職員が登録され, 行政業務の傍ら, LAG 業務を行なっている(24)。行政職員が, リージョナ

ルマネージャーであることに対し, 州は, 欧州監査院の見解も踏まえ, ボトムアップを基

調とする LAG の趣旨に沿うよう働きかけている。 
 
 LEADER I, LEADER II から事業を継続する LAG では, 1999 年にリージョナルマネー

ジャーの人件費助成が打ち切られている。しかし, 老舗の LAG は, LEADER メソッドを

実直に実践して地元で一定の評価を得ていることや, 当時は地方公共団体の財政に余裕が

あったことから, 郡や町の出資によってリージョナル・マネージメントが継続されている。 
 一方, 補助金の移行時に, 欧州地域開発基金の地域振興事業等, 予算規模の大きな事業

を導入し, リージョナルマネージャーの人件費を確保する LAG が増加している。その際，

LEADER 事業の実施は, リージョナルマネージャーにとって副次的な業務へと変わる。 
 
 州内 LAG におけるリージョナル・マネージメントの職員配置の変遷を見ると, 恒常的な

配置が容易でないことが分かる。2014-2020 年期には, リージョナルマネージャーの人件

費補助が全 LAG に適用されるため, LAG 専属のリージョナルマネージャーを雇用・再雇

用する LAG が, 前期と比較して増加すると思われる。 
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第 5 図 リージョナル・マネージメントの職員配置の変化 

                    資料：筆者作成. 

 
８. フルダ・ズュードヴェスト協会と実施プロジェクト 

 
 （１） LAG 設立の背景 

 
 フルダ郡には, 人口 6.5 万人のフルダ市がある。市北東部の 13 町は, 1991 年に自然・生

活圏ロエン協会を設立し, LAG 認定を受けている。フルダ・ズュードヴェスト協会（RFFS）
は, フルダ郡の主導で, 市南西部の７町(25)により 98 年に設立されている。協会は, 2007
年に LAG 認定を受けている。本協会に加盟する 7 町の総面積は，約 400 ㎢，人口は, あ
わせて約 5 万人である。フルダ市には新幹線の駅があり, 地域には高速道路が通り, ドイ

ツ各地とのアクセスが良好である。多様な中小企業が立地し, 地域は過疎化しておらず, 
高齢化も緩やかである。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第 6 図 ヘッセン州の位置・フルダ郡の２つの LAG 

                   資料：筆者作成. 
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計画 実施 予算
支出（申請
中を含む）

起業者支援 20 24 340,000 747,000

農家ツーリズム 5 0 40,000 0

観光一般 5 0 150,000 0

農家のバイオマス利用 2 州会計へ 150,000 150,000

バイオマス利用一般 5 州会計へ 250,000 250,000

経営者の研修 3 0 15,000 0

生活必需品へのアクセス改善 5 1 200,000 5,600

農村景観と歴史・文化保全 4 5 160,000 209,000

地域振興の情報発信 5 2 40,000 2,100

ボランティアの研修 4 0 10,000 0

地域リーダーの研修 4 0 10,000 0

他LAGとの協同事業 4 0 35,000 0

リージョナル・マネージメントの人件費 1 1 200,000 190,000

合計 67 33 1,600,000 1,553,700

プロジェクト数 金額（ユーロ）
助成プロジェクト

 （２） LEADER 事業の助成プロジェクト 

 
 フルダ・ズュードヴェスト協会が, 2007-2013年期の地域振興戦略で目指す地域像は, 
「フルダ市とフランクフルトへの良好なアクセスを活かした, 農村地域における魅力的な

住環境と質の高い生活のある『職と住』の実現」である（RFFS (2007)）。 
 本協会の LEADER 事業の予算は, 2007-2013 年期を通して 160 万ユーロである。うち, 
州のバイオマス利用助成に 40 万ユーロが流用されている。協会は, 2011 年末に総予算の

78%, 2012 年末に 81%, 2013 年末に 97%を消化している。 
 最も支出の多い助成分野は起業者支援で, 支出全体の約 47%となっている。次に多いの

は, バイオマス利用の設備への助成で, 本予算は州会計へ流用されている。三番目は, 郷土

博物館等の整備に対する助成である。四番目は, リージョナルマネージャーの人件費で, 
2008 年から 2013 年まで 5 年間支出している。リージョナルマネージャーの人件費は, 
LEADER 事業費全体の 25%以下を占めることが義務づけられ, 7 年間の総決算でそれを越

えた場合, 助成金の返納が求められる。 
 

第 2 表 2007-2013 年期の LEADER 事業の支出（2013 年 1 月現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

               資料：筆者作成. 

 

 起業者支援では, 整体院の整備, 大工工房や金属加工工房の整備, 煙突清掃者の業務用

車両, 美容院等が助成を受けている。歴史的建造物の活用では, 市民活動の部屋や, 巡礼者

が簡易的に宿泊する部屋の整備が助成されている。 
 
 助成プロジェクトの応募がなかった分野は, 観光分野と研修事業である。地域に十分な

職場があるためか, 観光産業への関心は低い。研修事業は, 商工会議所や職人同業者連合

会, 社会福祉団体等が機会を提供しており, 協会は, 雇用促進や経済振興の研修事業に消

極的である。一方, 農村型の地域振興に関わる研修の需要は高いが(26), 協会が, 助成金の

応募を採択してから, 州銀行が助成を決定するまで半年以上かかる。リージョナルマネー

ジャーが, その旨を住民等に伝えると, 助成の利用を辞退してしまう。地域の人々の関心

の高まりに対応するには, LAG が自由に決済できる小規模な予算を持つことが望ましい。 
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 （３） 協会の自主財源プロジェクト 
 
 本協会では, LEADER 事業以外に, 自主財源によるプロジェクトを実施している。7 町

の定期出資, プロジェクトを実施する町の追加出資, 寄付金等を組み合わせて財源とする。 

 協会が継続している自主財源プロジェクトは 3 件あり, 息の長いものに「若者の家」が

ある。協会に加盟する 6 町が連携し, 協会設立以前の 1996 年から続けている。若者の家

とは, 空き建物等を利用した公民館のような施設で, 町が改修費を負担し, 主に中高生が, 
利用方法やルールを自ら決めて自由に使用している。1999 年に 6 軒あった若者の家は, 
2007 年に 28 軒, 2012 年には 49 軒に増加している。6 町は, 世話役として, 職員 1 名を共

同で雇用している。職員は, 青少年の自主性を尊重し, 運営への干渉を控えているが, 問題

対処, 利用者と行政の橋渡し, 利用者の相談対応, 国際交流事業の支援をしている。若者の

家の運営は, 青少年のアルコール依存, 喫煙, 暴力, 引きこもり等の予防に効果をあげて

いることが, フルダ郡の調査で明らかとなっている。 

 
 協会では, 2008年から 2013年まで, リージョナルマネージャーの編集で, 地域新聞を季

刊で発行し, 地域の 2 万 5 千世帯に配布してきた。新聞の内容は, LEADER 事業の助成を

受けた起業者とその仕事の紹介, 再生可能エネルギー市民組合の取組, 夏休みの中高生の

職業体験の募集, 地域メッセの特集, 地域のイベントカレンダー等である。地域新聞の発

行, 配布の費用は, 創刊から 3 年間, LEADER 事業の助成を受けている。その後は, 自主

財源と寄付, 広告収入により, 2013 年の夏まで発行してきた（RFFS (2011-2013)）。 
 他には, 2008 年から毎年開催する地域メッセがある。地域の中小企業が, 仕事の成果や

商品を展示し, 多くのフェアライン（NPO, スポーツクラブ, 文化クラブ, 婦人会, 消防団

等）が活動を紹介する。児童や生徒, 地域クラブの演劇やコンサートが披露され, 露店も

出て賑わいをみせる。7 町が, 毎年持ち回りで開催している。 
 
９. フルダ・ズュードヴェスト協会のリージョナル・マネージメント 

 
 （１） 協会の運営 
 
 協会の運営資金として, 加盟する全 7 町が, １町あたり年間 4,200 ユーロ, 7 町合計で年

間約 3 万ユーロを出資している。会員からの会費収入は, 年間合計 500 ユーロと, 形式的

な額面である。LEADER 事業のリージョナルマネージャーの人件費補助としては, 年間 3
万 5 千 ユーロを受領している。LAG 運営の年間予算は, 合計 6 万 5 千 ユーロである。支

出は, リージョナルマネージャー1名分の人件費が 4万 3 千ユーロ, 事務所経費が 9 千ユー

ロ, 地域メッセが 3 千ユーロ, その他も含めて年間で約 5 万 6 千ユーロとなっており，予

算との差額は積立金となる。 
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第 3 表 LAG 運営にかかる年間支出（2012 年） 

 

 

 

 

                資料：筆者作成. 単位はユーロ. 

 
 （２） 協会のメンバー構成と LAG の意思決定 

 
 LAGの母体である協会は, NPO法人のようなフェアラインという組織形態をとり, 公益

法人の認定を受けている。会員は, 7 町, 1 郡, 手工業同業者組合連合会, 産業協会, 農民連

盟, 自然保護団体連合会, 青少年指導員, 社会適応の難しい青年の職業訓練・雇用支援団体, 
青少年の課外教育を担う市民グループ, 低所得者の失業・雇用対策を担う協会, フルダ大

学, 保養地の観光協会等である。LAG の運営や LEADER 事業の助成プロジェクトの選抜

について議論し, 意思決定する理事会のメンバーは, 第 4 表の通りである。 
 

第 4 表 協会理事の構成と LAG の意思決定への関与 
 
 
 
 
 
 
 
 
         資料：筆者作成 

 
 理事の構成は, 行政が 8 名, 民間（社会・経済パートナー）が 4 名と行政優勢である。

しかし, EU の規則で, LAG の意思決定は, 民間優勢が義務づけられているため, 助成プロ

ジェクトの採択等の際には, 民間メンバーが 4 票, 行政メンバーが 3 票の投票権を持つ。 
 
 （３） LEADER プロジェクトの採択 

 
 住民や企業, NPO 等から助成プロジェクトの応募があると, LAG は, 意思決定票に基づ

いて, その大半を採択している。理事会は 6 週間毎に開催され, 助成プロジェクトの応募

は, その期間中に 2 件から 3 件程ある時と, 全く無いときがある。 
 投票権のある理事は, リージョナルマネージャーの作成した資料と, 場合によっては申

官民 所属する組織等 役員 協会理事
LAG

意思決定票
年会費

町長 1 会長 ○ ○ 約 40万円

行政メンバー 町長 2 副会長 ○ ○ 約 40万円

町長 3 副会長 ○ ○ 約 40万円

町長 4 ○ 約 40万円

町長 5 ○ 約 40万円

町長 6 ○ 約 40万円

町長 7 ○ 約 40万円

郡長 ○ 約   1万円

農業連合会　代理 ○ ○ 約   2千円

民間メンバー 産業連合会　代理 ○ ○ 約   2千円

（社会・経済分野の 職人連合会　代理 会計 ○ ○ 約   2千円

パートナー） 自然保護連合会　代理 ○ ○ 約   2千円

会員２名 監査 約   2千円

科目 支出(約) LEADER助成(約) 協会負担（約）

インターネット管理 500 0 500

地域メッセ 3,000 0 3,000

リージョナル・マネージャー人件費 43,000 34,500 8,500

州リージョナル・マネージメント連合会会費 200 0 200

事務所経費（家賃・旅費含む） 9,000 0 9,000

合計 55,700 34,500 21,200
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請者の面接を通して, 採否を判断する。プロジェクトによっては, 地域貢献や環境への配

慮等の助成条件について LAG 内で議論し, 条件付きで採択することもある。民間プロジェ

クトの助成率は 30%で, 自己負担分は 70%である（消費税は助成対象外）。 
 理事会は, 応募のあった助成プロジェクトを採択するのみである。郡の担当局が(27), プ
ロジェクトの実施者から申請を受理し, 審査し, 認可する。その後, 州銀行がさらに審査し, 
助成の可否と助成額を決定し, 郡を通して結果が申請者に通知される。LAG での採択から, 
州銀行が助成額を示すまで半年以上かかる。以前は, 州銀行の通知が届くまで, プロジェ

クトの開始が禁じられていた。しかし, プロジェクト実施の遅延を回避するため, 2013 年

から, 実施者の自己リスクでプロジェクトを始めることが一部認められるようになった。 
 
 EU と州は, プロジェクトの採択に, 優先順位をつけるよう LAG に要請している。しか

し, LEADER 事業は, 助成期間が 7 年間と長く, 優先順位をつける程, 多数のプロジェク

トが同時に応募されることはない。協会が, 助成の可能性があるプロジェクトを集めてい

ては, 応募プロジェクトの実施を遅延させ, 実践の機を逃させ, 応募者の意欲を欠くこと

となり, 地域振興に好ましい状況ではない。協会では, 応募のあったプロジェクトを速や

かに採択し, 郡で申請手続きがとられた時系列で優先順位をつけ, 州銀行に報告している。 
 
 LEADER 事業の推進テーマには, プロジェクトの担い手や費用負担者が不明確なもの

がある。少子高齢化対策や環境保全等の公益的テーマである。これらの分野のプロジェク

トでは, LAG が申請・実施者となることが想定されている。しかし, 筆者が LAG に勤めた

2011 年から 13 年まで, 本協会の公益プロジェクトは全て不採択となっている。正確に表

現すると, 応募される以前に, 理事会で行政メンバーの意見により応募の回避が促される。 
 応募の回避が促される理由は, LAG 運営の支出削減である。LAG が申請し, 実施するプ

ロジェクトは, 助成率が 80%である（消費税含まず）。LAG は, 年間 5 千ユーロを公益プ

ロジェクトに予算計上している。住民等, LAG の理事, リージョナルマネージャーが提案

する公益プロジェクトは, 予算内で実施できる。しかし, 7 町全てに共通するテーマは少な

く, 1 町でも関心を示さない町があると, 7 町の出資による公平な LAG 運営を考慮し, プロ

ジェクトの応募回避が促される。未消化の予算は, 次年度に繰り越される。 
 
 7 町のうち 4 町は, 近年の財政難により職員数も少なく, 地域振興や公益プロジェクト

を町の課題として実施する体力に乏しい。一方, 3 町は, 高速道路の通った自治体で, 工業

団地を構えて収入が安定しているが, うち 2 町の長は, 公益プロジェクトへの関心が低い。 
 町長らの支出削減志向, 公益プロジェクトの責任所持に対する考え方の違いが, 一連の

応募回避を引き起こしている。ボトムアップが原則の LAG が, 町の費用負担を伴い行政主

導で運営されるねじれ現象は, 「補助金獲得型」LAG の弱点と言える。 
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 （４） リージョナルマネージャーの人員配置 
 
 協会では, 州の LAG 助成規定に従い, リージョナルマネージャーとして 1.5 名分の職員

を配置してきた。職員構成は, 3 名が労働時間を 0.5 名分ずつシェアしている。 
 うち 2 名は, 協会と雇用契約を結んでいた。協会との任期付雇用契約は, 一人あたり週

に 19.5 時間のフレックス勤務で, 有給休暇は年に 20 日間ある。給与は 1,500 ユーロ, 受
領額は 1,000 ユーロである（月収約 15 万円, 手取り約 10 万円くらい）。社会保険がつき, 賞
与や残業代はない。LEADER 事業の人件費の助成期間は, 2008 年 4 月から 2013 年 9 月で, 
期間終了に伴い, 協会と職員の雇用契約は終了している。残る 1 名は郡の職員であるが, 
LAG の活動に一部参加するが職員の実体はない。郡と協会は, 出向手続きも踏んでいない。 
 
 （５） リージョナル・マネージメントの事務所と設備 
 
 LAG の拠点として, 協会の民間メンバーであるフルダ職人同業者連合会が, オフィスの

一室を賃貸提供していた。連合会オフィスは, フルダ駅から徒歩 10 分の中心市街地にある。

協会は, 約 20 平米の家具付きの個室を事務所とし, 電話やインターネットは自ら契約し, 
費用を支払っていた。連合会の会議室や給湯設備, 休憩室, コピー機, FAX が利用できた。

家賃は, 光熱費等の実費で, 月額 250 ユーロであった。連合会の秘書室が, 訪問者の受付, 
リージョナルマネージャーの給与管理, 協会の業務口座管理を行なっていた。現在は, 本
事務所は閉鎖され, 協会の会長を務める町長の役場に, 協会住所が置かれている。 
 
 リージョナルマネージャーは, プロジェクトの現場へ出向くことが多い。協会は, 公用

車を所持せず, リージョナルマネージャーの自家用車を借り上げていた。地域内の移動で

は, 一回の走行距離は 40km 程である。他 LAG との会議等の長距離移動も含め, 毎月の走

行距離は, 600km 程度である。借り上げ代は 1km あたり 0.35 ユーロで, 月額 200 ユーロ

前後が協会から支払われた(28)。ここには, ガソリン代, 車両の維持費, 整備費, 修理費, 保
険料, 事務所近くの駐車場料金（月額 60 ユーロ）が含まれる。 
 
１０. リージョナルマネージャーの業務 
 
 （１） 地域内のステークホルダーの連携促進 
 
 リージョナルマネージャーは, 協会の会員, 住民, 市民組織, 組合, 企業等を訪問してプ

ロジェクト案を募る。プロジェクト案がでると, 会合をセッティングし, 司会や進行を務

めて, 参加者の意見をまとめる。筆者ら, リージョナルマネージャーがコーディネートし

たプロジェクトは, 以下の通りである。 
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① 社会：多世代シェアハウスの計画, 市民自助サービスの組織化 
② 文化：ヨーロッパ文化の道交流, 郷土博物館整備, サイクリング地図・PR ビデオ制作 
③ 経済：地域メッセ, 地域新聞, 特産物のマーケティング, 青少年の職業体験, 観光振興 
④ 環境：再生可能エネルギー市民組合の設立, 再生可能エネルギーのイノベーション支援 
 
 リージョナルマネージャーは, 地域のステークホルダーと頻繁に連絡を取り合っている。

地域の現場へ出向く際は, 複数のプロジェクトの関係者をそれぞれ訪問し, プロジェクト

の進捗状況等を確認する。日常的なコミュニケーションは, プロジェクトの担い手の不安

を払拭し, 意欲を高め, プロジェクトの良好な実施に寄与する。 
 
 
 
 
 
 

第 7 図 再生可能エネルギー市民組合の設立 

   資料：Eichenzel 町による撮影 
  注. 再生可能エネルギー市民組合の設立にむけ, 7 町で研修会を実施し, 4 町で組合が設立された。 
 
 また, ステークホルダー間の相性や利害関係に関する情報も収集できる。例えば, 経済

的なテーマや再生可能エネルギーの課題では, 利害関係とイデオロギーが混在し, 地域の

合意形成が困難なことがある。ステークホルダーが, 対話の意志なく, 住民の感情を煽る

ような内容の会合を故意にセッティングした場合, LAG はその情報を事前に捉え, リー

ジョナルマネージャーや理事の派遣を拒否する。一部の者の利益や権力誇示に LAG が利

用されることを防ぎ, 地域における LAG の中立的な立場を保つことが重視されている。 
 
 （２） 助成プロジェクトの応募と申請の支援 
 
 リージョナルマネージャーは, プロジェクトの応募希望者を訪問し, LEADER 事業の助

成対象であるか確認し, プロジェクトの内容を助言する。例えば, プロジェクトの予算規

模が小さい場合, 煩雑な申請手続きと助成メリットのバランスを考慮する。長期的な視点

をもって, 段階を追った実施計画をたてるよう勧め, 各段階で必要な支援をセットにして

助成内容を充実させるよう促す。 
 訪問では, 助成認可を担当する郡の職員が同行し, 助成対象や申請手続きの詳細が伝え

られる。リージョナルマネージャーと郡の職員, 応募予定者の三者が同席することで, LAG
のプロジェクト採択と, 郡の認可業務が食い違うことなく進められる。申請手続きが煩雑

なことから, 助成金を諦めようとする申請者も多い。訪問後も, 申請者と連絡を取り合い, 
継続的に申請手続きの実務を支援することが重要である。 
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 （３） LEADER 事業以外の助成事業の把握とプロジェクトの担い手への紹介 

 
 LEADER 事業では, 他の助成金で助成できるプロジェクトを助成できない。リージョナ

ルマネージャーは, LEADER 以外に適した事業がある場合, 該当事業をプロジェクトの応

募者に紹介しなくてはならない。リージョナルマネージャーは, LEADER 事業以外の助成

事業について, 常に情報収集している。情報源は, LEADER 事業の情報を連邦レベルで収

集し, 発信するドイツ農村地域ネットワーク(29), EU, 連邦, 州, 郡の発行する資料である。

また, 他地域のリージョナルマネージャーに問い合わせることもある。 
 
 （４） 応募プロジェクトの採択補助 
 
 プロジェクトの応募があると, リージョナルマネージャーは, その概要を資料にまとめ

る。資料の内容は, プロジェクトの趣旨, 申請予定者, 予算, 助成額, 自己負担額とその出

資元, 地域振興戦略における該当分野である。理事会は, 本資料と場合によっては応募者

との面接を通して採否を判断する。州は, プロジェクト採択のプロセスと採択理由を情報

公開するよう LAG に義務づけており, それらは理事会の前後にホームページで公開され

る。理事会は, 公開する義務はないが, 公開を求められたことはない。 
 
 （５） LAG の運営・経営業務 

 
 リージョナルマネージャーは, LAG を運営し, 経営している。4 から 6 週間ごとに開か

れる理事会の運営, 年 1 回の総会運営, 事務局と経理, 税務処理, 広報（HP の更新, 地域

新聞の編集・発行, プレスリリース, メッセ等の行事での PR）を行なっている。 
 本協会では, リージョナルマネージャーの勤務管理は, 勤務時間と業務地, 業務内容を

マネージャー自身が記録し, 協会会長に毎週報告してきた。職員 1 名分（2 名で業務をシェ

ア）の業務時間の内訳を見ると, プロジェクト支援等に費やした時間が年間 1,759 時間で

全体の約 7 割, 協会運営と経営, 行政手続きが 718 時間で約 3 割となっている。代休を差

し引き, 残った超過勤務は 563 時間で, 20 日間ある有給休暇は, ほぼ取得されていない。 
 超過勤務が多く, 休暇が取得できない理由は, 地域住民との会合が, 夜間や休日に行な

われるためである。住民は, 職業に就いており, 平日の昼間に会議に出席できない。一方, 
事務局の電話対応, 州や町, 郡との対応の都合上, リージョナルマネージャーが, 平日に

協会事務局を不在にすることは難しい。プロジェクトの現場に出る際, 代休取得の際も, 
事務局の電話をリージョナルマネージャーの携帯に転送していた。対応が遅れるとステー

クホルダー間の関係がこじれ, または事務手続きが煩雑化して, さらなる超過勤務が発生

するからである。州は, リージョナル・マネージメントの職員配置を最低で 1.5 名分と定

め, リージョナルマネージャー1 名と秘書 0.5 名（半日勤務）を想定している。しかし, 本
協会では, 0.5 名分の職員の実体がなく, 1 名分の職員が 1.5 名分の業務を行なってきた。勤
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務時間内に業務を終えるよう努力しても, 時間外勤務の圧縮は難しかった。 
 雇用主である LAG の理事は, リージョナルマネージャーに勤務内容や業務遂行の方法

を一任し, 細かい指示を出さない。リージョナルマネージャーには, 自立した業務設定と

遂行, ある程度の自己裁量による問題解決が求められる。一方, 筆者も, 他の地域のリー

ジョナルマネージャーも, 超過勤務の多さや休暇の未取得に対して LAG に苦情をたてる

ことはない。過剰勤労とそれに対する補償が無いことは, LAG の雇用条件の特徴というよ

りは, むしろ自己責任を伴い, 業務内容の質を問われる職業に共通する点といえる。 
 

第 5 表 リージョナルマネージャーの勤務時間の配分 

      資料：筆者作成． 
         注. 勤務開始から 2 年目, 2012 年 8 月から 2013 年 7 月の年間実績。数字は時間数. 
 
 （６） 他地域との交流と連携促進 
 
 リージョナルマネージャーは, EU における LAG 間の連携プロジェクトや他地域の機関

との連携をコーディネートしている。例えば, ヨーロッパ文化の道「VIA REGIA」交流で

は, EU の地域間ネットワークを通して, 互いの文化への理解を深めている。 
 
 
 
 
 
 

第 8 図 ヨーロッパ文化の道「VIA REGIA - 王の道」交流 (EKT 2012) 

     資料：Alexander Sust 撮影. 

 

 （７） リージョナル・マネージメントのスキルアップ 
 
 ボトムアップの地域振興に関する能力向上は, LAG の義務である。リージョナルマネー

ジャーやステークホルダーの研修費用等は, LEADER 事業の助成が受けられることとなっ

ている。リージョナル・マネージャーの養成とスキルアップについては, 後ほど記す。 
 
 
 

職員 プロジェクト支援等
協会運営・経営・

行政手続き 超過勤務時間 未取得の休暇

a 697 375 102 17日

b 1062 343 461 20日

合計 1759 718 563
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 （８） 地域振興戦略の策定・実施・評価 
 
 リージョナルマネージャーは, LAG による地域振興戦略の実施をコーディネートし, 郡
の認可担当局と LEADER 事業の経営を担う。事業評価と助成金支出証明を毎年, 7 年の期

間終了後に事後評価を州に報告する。欧州監査院と州の監査の対応, 研究機関による LAG
運営評価の情報提出, 大学等への資料提供もリージョナルマネージャーの業務である。 
 
 LAG は, LEADER 事業が終了すると, 次期の同事業に応募するため, 新地域振興戦略を

策定する。筆者のフルダ・ズュードヴェスト協会におけるリージョナルマネージャーの任

期が 2013 年 9 月に終了したため, ここでは, 現在, 筆者が業務委託を受けている２つの地

域における新地域戦略策定の状況について記す。 
 
 2013 年末に, 州が新戦略の応募要項等を公開し, 2014 年初頭から各地で策定作業が始

められた。次期の新戦略には, ①2007-2013 期の事後評価, ②地域の範囲の設定とその理

由, ③戦略策定のプロセスとボトムアップの方法, ④地域の状況分析, ⑤SWOT 分析と課

題分析, ⑥地域振興戦略（戦略, 目標, 課題, 地域間連携）, ⑦行動計画, ⑧運営計画（意

思決定組織, 助成プロジェクトの選択方法, 地域内の連携, リージョナル・マネージメント

の仕組, 資金繰り, 中間・事後評価の方法）を 70 頁前後で記載する。 
 
 リージョナル・マネージメントには, 戦略策定チームが編成される。戦略策定チームは, 
リージョナルマネージャー, LAG の理事, 大学院生等のアシスタント, 業務委託を受けた

外部のコンサルタントで構成される。チームは, ステークホルダーと打ち合わせながら, 
ワークショップや会議を企画・運営し, その成果を戦略に反映させる。 
 ボトムアップの方法は, まず, 戦略策定のオープニング・ワークショップを公開で行う。

その後, 5 つほどの重要テーマについて, 地域のステークホルダーがメンバーとなって委

員会が開かれる。各テーマにつき, 4 から 5 回程, 合計 20 回程の会議が設けられる。７月

末に, 戦略策定チームにより新地域振興戦略がまとめられ, エンディング・ワークショッ

プにて公開議論される。一連のプロセスは, LAG の理事会や総会の承認を得ながら行なわ

れ, 完成した新戦略は, ８月末に州に提出された。 
 
 州は, 新戦略の評価基準を 100 項目ほど設定している。LAG の戦略策定のプロセスは, 
ボトムアップによる合意形成と州の評価基準を満たすため, ジグソーパズルを組むように

進められる。州は, 有識者の選考委員会を設置し, 各地の戦略を審査して, ランキングをつ

ける。その結果に基づき, 州は 2014 年末までに EU への LAG 申請の是非を判断する。こ

のプロセスを経て, 2015 年に新たに LAG が発足・再発足し, LEADER 事業が再開される。 
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１１. リージョナルマネージャーの養成 

 
 （１） カッセル大学大学院「持続的な地域発展コース」 
 
 ヘッセン州立カッセル大学大学院「持続的な地域発展コース」では(30), かつてリージョ

ナルマネージャーが養成されていた。コースは, 1998 年に設立され, カッセル大学の有機

農業学部があるヴェィッツエンハウゼン・キャンパスで運営された。筆者は, 本コースの

1 期生として在学した。カリキュラムは, 建築・都市・ランドスケープ計画学部の都市・

地域社会学講座と農学講座が連携して編成している。担当教員は, 都市・地域社会学, 農
業政策, 生物学, ランドスケープ計画を専門としている。 
 

第 6 表 カッセル大学大学院「持続的な地域発展コース」の履修科目（1998 年） 

 資料：AG Ländliche Entwicklung (1998), P.14. 

 

 履修分野は, 1. 自然科学とエコロジーの計画, 2. 社会科学・法律, 3. 計画学, 4. 地域振

興である。期間は 3 セメスター（1 年を前期・後期に分けるセメスター制）で, 4 科目の現

場実習を含む講義を選択履修し, 2 科目の演習を必修する。筆者は, 演習で「州付属農場の

環境保全型営農・経営計画」, 「州農村地域振興プログラムの事後評価」を行なった。 
 本コースの履修生は, 有機農業学部の大学院生, 建築・都市・ランドスケープ計画学部

の大学院生および社会人学生である。コースには, 7 名前後が所属し, ゼミのような体系で

講義と現場実習, 演習が行なわれた。上記の単位を取得した後は, 講座に所属して, 州や自

治体からの受託研究等に参加しながら修士論文を執筆し, 審査を受け, 修了する(31)。 
 修了生は, 修了後, リージョナルマネージャー, その他の地域振興協会のマネージャー, 
公共機関の都市・地域計画部門, 農業経営等の職に就いている。 
 
 カッセル大学は, 自然, 工学, 文化, 社会分野の学部をもつ総合大学である。社会や環境

の複合的な課題に応えるため, 分野を融合した学部編成がされている。また, 大学が, 環境

保全に研究と教育の重点を置くことが, 本コース設置の背景にはある。 
 カッセル大学では, 1975 年から 1980 年に, 環境保全の専門家であるウルリヒ・フォン・

ヴァイツエッカー(32)が学長を務めている。「持続的な地域発展コース」を設立した教授陣

は, 当時に講座を新設したメンバーで, ドイツのエコロジー運動(33)の流れをくみ, グロー

バル化と地域の持続性, 環境問題に高い関心を寄せている。1991 年に LEADER 事業が始

まり, SPDと緑の党の州政府の下で事業が普及するなか, 本学と各地のLAGは交流を重ね

1. 自然科学とエコロジーの計画 2. 社会科学・法律 3. 計画学 4. 地域振興

資源収支とエネルギー収支 地域社会学・文化社会学
持続的な地域発展の
理論とモデル

農村地域の振興

エコシステムにおける
ダイナミズムと遷移

ランドスケープの歴史と美学 計画の理論と実務
都市と農村の関係／
地域空間のダイナミズム

地域経済／
プロジェクト・マネージメント

実施と評価 交通と移動のあり方
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ていた。その文脈で, 教授陣が州へ働きかけ, 98 年にコースが新設される。しかし, 政権

交代の際に予算をカットされ, 2005 年頃にコースは閉鎖されている。 
 現在, ドイツ国内でリージョナルマネージャーを養成する代表的な大学には, バイエル

ン州にあるヴァイヘンシュテファン・トリースドルフ大学がある(34)。 
 筆者の知る限りでは, ヘッセン州各地の LAG のリージョナルマネージャーは, 大学・大

学院にて経営学, 農学, 林学, 地理学, 生物学, 工学, 社会学を修了している(35)。企業や行

政機関, 政治団体, 教育・研究機関, 観光協会, コンサルティング, 設計事務所等の勤務を

経て, リージョナルマネージャーに就任している。 
 
 （２） ヘッセン・リージョナル・フォーラム連合会 
 
 ヘッセン・リージョナル・フォーラム連合会は(36), 25 のリージョナル・フォーラム（20
の LAG と 5 つの州認定の農村振興協会）の連合会である。 
 4 から 6 週間に一度, 各地の LAG の持ち回りで会合が開かれている。会合に参加するの

は, 主にリージョナルマネージャーである。会合では, 知識や情報が共有され, 持続的な地

域振興にむけたアイデアが創出され, より良い実践手法の地域への導入が促される。また, 
地域間連携プロジェクトに関する話題も取りあげられる。 
 連合会の研修会は, 年に数回開催されている。近年では, LAG の運営改善を専門とする

司会者を招き, 「同僚間アドバイス（Kollegiale Beratung）」の手法を用いたワークショッ

プを定期開催している（kommunare (2014)）。ワークショップでは, リージョナルマネー

ジャーが, LAG やプロジェクト運営における課題を示し, 他のマネージャーがどのように

対応するか, 自己の経験をもってアドバイスしたり, アイデアを述べたりする。主なテー

マは, ステークホルダーの役割分担や合意形成を促すコーディネート方法である。 
 リージョナルマネージャーには, 自己裁量による問題解決を求められる場面が多い。こ

のワークショップには, 20 年来 LAG を運営している, ベテランのリージョナルマネー

ジャーも参加しているが, 意見交換によって, 地域の課題, ステークホルダーとの関係, 
リージョナルマネージャーの役割を新たな側面から捉えられるようになると評価している。 
 
 また, 連合会は, 2014 年 1 月に 2 日間の研修会を開催している。各地で進んでいる新地

域振興戦略の策定に役立てるため, 戦略策定やプロジェクト設計のノウハウ充実, データ

収集を目的として行なわれた。以下の 3 分野, 9 テーマが取りあげられた。 
①エネルギー：電気自動車の住民カーシェアリング, 風力発電パークの合意形成 
②少子高齢化問題：食料品へのアクセス, 農村における医師の確保,  
  空き不動産の活用計画, 多世代シェアハウス, 住民イニシアティブによる相互扶助 
③青少年育成：若者の家運営, ボランティアの読み聞かせを通した移民青少年育成 

 研修では, 各地域のプロジェクト実施者やリージョナルマネージャーが, プロジェクト

の経緯や運営, 経営について講演し, 意見交換が行なわれた。研修会の企画・運営・報告
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は, 筆者らが連合会の委託を受けて行なった（Iida et. al (2014a)）。リージョナルマネー

ジャーのノウハウ共有については, データバンクの構築も検討されている。 
 
 ここでは詳しく記さないが, ドイツ農村地域ネットワーク（DVS）が, 数多くの研修会

やアドバイザーの派遣, 地域間の交流促進を行なっている。この組織は, ドイツ国内のあ

らゆる LEADER 事業の情報を収集し, 公開している。リージョナルマネージャーは, 本組

織の資料や研修会を頻繁に利用している（Deutsche Vernetzungsstelle LEADER+ (2007), 
DVS (2009a), (2009b), (2012), Neumann et. al (2010)）。 
 
 連合会は, LEADER メソッドの普及と強化にむけて, ホームページやメッセ等で地域振

興の取組に関する情報を発信している。また, LEADER 事業の実務に関する改善案につい

て意見をまとめ, 指令の変更を求めて州との対話を続けている。これまでに数々の提案が, 
州政府に受け入れられている。また, LAG の経験のフィードバックも連邦, EU レベルで行

なっている。本連合会は, 連邦レベルの連合会(37)に加盟している。 
 
１２. まとめ 

 
 本報告では, ローカル・アクション・グループが, LEADER 事業を通して, 多様な分野

を横断しながら農村の課題に総合的に取り組む様子を記してきた。LEADER 事業では, 地
域に暮らす人々が, 自らの地域がおかれた条件を把握し, 弱点や強みを確認し, 地域発展

の可能性や課題を整理し, 戦略を考え, プロジェクトを実施する。 
 ボトムアップによる地域振興では, 「何」をする必要があるかではなく, 「どのように」

する必要があるかというアプローチが重要で, LEADER メソッドにはそのアプローチ方法

が示されている。LAG のメンバー構成, 運営と経営のノウハウ, ステークホルダーのコー

ディネート手法, 明確で透明性のある意思決定が, 事業の成果に影響する。 
 ステークホルダーが, 地域の連携を通して, 自らの活動が地域に与える影響や効果に視野

を広げ, 地域のアイデンティティを構築できるかどうかが, ボトムアップによる持続的な

農村地域振興の鍵である。LAG は, ステークホルダーの自発性と多様性を尊重し, 新しい

可能性に門戸を広く開かなければならない。 
 
 農村地域振興戦略の策定から実施まで, 一連のプロセスを進めるうえで, LAG にリー

ジョナル・マネージメントを設置することは必須である。リージョナルマネージャーは, ス
テークホルダーの連携を促し, 助成プロジェクトの応募や申請を支援し, LAG を運営・経

営し, 他地域との交流や連携を促進する。これら広範囲にわたる業務を, ボランティアで

実施するのは困難であろう。 
 リージョナルマネージャーが地域に常駐し, 地域の人々と日常的にコミュニケーション

することで, 複合的な問題の解決に必要な連携が促される。また, プロジェクトの担い手
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の不安を払拭し, 意欲を高め, 地域振興のプロジェクトを量，質ともに向上させる。 
 ステークホルダーやリージョナルマネージャーは, LEADER メソッドを理解し, 実施で

きる能力を身につけなくてはならない。それには, LAG 間のノウハウ伝達が有用である。

LAG が州レベルで連合会を組織し, EU や連邦が情報を集約して発信し, 研修の機会を豊

富に提供している。この多重レベルの組織的なネットワークが, ノウハウの伝達を保障し

ていることが, LEADER 事業の成功要因と思われる。また, 地域振興のイノベーションは, 
このネットワークにより波及していく。 
 
 LEADER 事業では, 7 年間を通した予算は限られており, 決して潤沢とは言えない。ま

た, 助成期間の移行時には, LAG 組織が不安定化する。しかし, 少なくとも, 7 年間にわた

る LAG 運営が保障されている点は, 高く評価されるべきであろう。 
 一方, LAG の運営資金, 少子高齢化問題等に対応する公益プロジェクトの実施や費用を

誰が担うか明確にすることは, 依然として各地の LAG が抱える課題である。 
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注 

 
 (1)  Liasons Entre Actions de Development de l’Economie Rurale.「農村経済の発展のための活動の連携」。 

(2)  連邦と州の農村地域振興計画もしくは共同課題に矛盾しない形で, 各地域が農村地域振興戦略を策定する。 
(3)  Council Regulation (EC) No 1698/2005. 
(4)  Verein または e.V.と表記。 
(5)  EC (2006)の内容を筆者が編集・加筆。 
(6)  2007-2013 年期は, 農村振興政策の予算の約 5%が, LEADER 事業・メソッドを用いた他事業にあてられた。 
(7)  Common Strategic Framework, CSF Funds. 2014-2020 年期の政策枠組み。 
(8)  共通農業政策の欧州農業農村振興基金（EAFRAD: European Agricultural Fund for Regional Development, 

独ELER）, 構造政策の欧州地域開発基金（ERDF: European Regional Development Fund, 独EFRE）と欧
州社会基金（ESF: European Social Fund, 独ESF）, 共通漁業政策の欧州海洋漁業基金（EMFF: European 
Maritime and Fisheries Fund, EFF に代わる基金として始動, 独EMFF）, 結束基金（Cohesion Fund, 独
Kohäsionsfonds基金）をさす（European Commission (2011)）。 

(9)  community-led local development, CLLD. ボトムアップの意。 
(10)  第一期 LEADER I (1991-1993)は, European Commission (1999), P.123, EC (2006), P.7, CEMAC and its 

partners (1999) P.19, Table 4., 第二期 LEADER II (1994-1999)は, EC (2006) P.7, ÖIR - Managementdienste 
(2003), pp89-194, 第三期 LEADER + (2000-2006)は, EC (2006) P.7, ECA (2010) P.9, OECD (2013), Metis 
GmbH and subcontractors AEIDL and CEU (2010), P.38, Table 2. Overview of LAGs per Member State 
(EU15), 第四期 LEADER (2007-2013)は, DG Agriculture and Rural Development (2011), pp11-12, 第五期
LEADER (2014-2020)は, European Commission (2011), DVS (2014). 

(11) 各政党名は, 同盟 90/ 緑の党：Bündnis 90/ Die Grünen, ドイツ社会民主党：Sozialdemokratische Partei 
Deutschlands (SPD), ：ドイツキリスト教民主同盟 Christlich Demokratische Union Deutschlands 
(CDU), ：自由民主党（ドイツ）：Freie Demokratische Partei (FDP)。 

(12) オーストリアの自立した地域発展共同体のリーダー (Der Geschäftsführer der Östereichischen 
Arbeitsgemeinschaft für eigenstaendige Regionalentwicklung) Günter Scheer が示した理念。 

(13)  Dorferneuerungsprogramm 
(14)  Programm zur ländlichen Regionalentwicklung in Hessen 1984 
(15)  Ipsen, Detlev (1997), pp10-15 より孫引き。 
(16)  Marketingprojekte in der Landwirtschaft 

－40－



 

40 
 

 
(17)  ARLL Fuldaのインタビュー。 
(18)  カッセル大学は, リージョナル・フォーラムの連合より指名を受けた（Ipsen et al. 1999）。ニュルンベルク

の大学は, ヘッセン州の指名を受けた。筆者の知る限り, ニュルンベルクの評価書は未公開である。 
(19)  Community strategic guidelines 
(20)  EPLR 2007-2013 Hessen では, 農村振興プログラムの全体予算が 437 Mio. ユーロである。うち 50%の 218  

Mio. ユーロは EU からの資金, 50%が国内資金。加えて国内では, „top-ups“を 286 Mio. ユーロを連邦と州
の共同課題「農業構造改善及び沿岸保護（GAK)」に準備した。それらを合わせると総予算は, 722 Mio. ユー
ロであった。これらの助成を通して促される民間の投資をあわせると, プログラムの実施に際して, 総額 12 
億ユーロの資金投入が見込まれた(HMULV (2007a) p.5, HMULV 2008, pp12-13)。 

(21)  担当省とヘッセン・リージョナル・フォーラム連合会との対話による。2014 年 12 月現在の情報。 
(22)  ブルクヴァルド・エダーベルクランド: Burgwald-Ederbergland e.V., ヘッセン・シュピッツェ: Region 

Kassel-Land e.V. (現 Casseler Bergland と KulturLandschaft HessenSpitze, 旧 Weser-Diemel）, オーデ
ンヴァルト: Interessengemeinschaft Odenwald e.V. (IGO) , 自然・生活圏ロエン: Natur- und Lebensraum 
Rhön e.V., フォーゲルスベルク: Vogelsberg Consult GmbH, ヴェラ・マイスナー: Verein für 
Regionalentwicklung Werra-Meißner e.V., ディーメルゼー: Region Naturpark Diemelsee e.V., シュペッ
サート: SPESSARTregional e.V., ラーン・ディル・ベルクラント: Region Lahn-Dill-Bergland e.V., ケラー
ヴァルト・エダーゼー: Region Kellerwald-Edersee e.V., フルダ・ズュードヴェスト: Regionalforum Fulda 
Südwest e.V.,  ヘアスフェルト・ローテンブルク: Regionalforum Hersfeld-Rotenburg,  ラーン・ディル・
ヴェッツラー: Region Lahn-Dill-Wetzlar,  ギーセナーラント: Region GießenerLand e.V., ダルムシュタッ
ト・ディーブルク: Ländlicher Raum Darmstadt-Dieburg 

  (23)  自然公園の認定は, 1956 年に始まった。 
(24) また, LAG 認定は受けていないが, 州の農村振興事業を担うある協会では, 加盟する 5 町が, 町の職員を 0.3

名分ずつ協会に出向させている。実際は, うち 1 名が, リージョナル・マネージメントを担っている。本地
域は, 2014-2020 期の LAG 応募を予定し, リージョナルマネージャーの雇用を検討している。 

(25)  7 町は, Bad Salzschlirf, Eichenzell, Flieden, Großenlüder, Hosenfeld, Kalbach, Neuhof である。 
(26)  例えば, 住民グループが, 再生可能エネルギー市民組合設立に際して, LAG のコーディネートで専門家を招

いた会議を行なった際, 謝礼等の費用は町が負担している。また, シェアハウスの構築について, 住民がリー
ジョナルマネージャーのコーディネートにより何度も視察を行ったが, 費用は住民が負担している。 

(27)  郡の農村再整備・農村振興局をさす。2001 年に, 州の地方支分部局の地域発展農業国土保全局（ARLL）か
ら郡（Landkreis）へ, 農村地域振興プログラムの事業認可業務が移転されている。ARLL の職員チームは, 
チーム編成を保ったまま郡へ異動している。異動後, 職員は郡職員となるが, 人件費等は州が支出している。 

(28)  協会加盟の 7 町は, 公用車を所持せず, 町長も, 職員も自家用車で公務を遂行している。借り上げ料金は, ど
の町も同料金である。一方, 啓蒙活動のため, 電気自動車やハイブリッド車の公用車を所持する LAGもある。 

(29)  Deutsche Vernetzungsstelle Ländliche Räume. 連邦農業食糧庁（BLE: Bundesanstalt für 
Landwirtschaft und Ernährung)に属し, 連邦レベルで農村振興政策の普及を図っている。欧州農業農村振
興基（EAFRAD）を財源に運営されている。 

(30)  Universität Kassel (当時は GhK), Vertiefungsstudium Nachhaltige Regionalentwicklung 
(31)  修了の際に取得できる学位は, 工学, 農学の修士に相当する。 
(32)  Ernst Ulrich von Weizsäcker。ヴッパタール気候・環境・エネルギー研究所をはじめ, 国内外の環境保全分

野の研究所所長等を歴任している。von Weizäcker et. al (1995) 他がある。 
(33) ドイツでは, 68 年運動と呼ばれるエコロジー運動が展開し, 後に緑の党が誕生している 
(34)  Hochschule Weihenstephan-Triesdorf 
(35)  修了とは, かつての大学・大学院（学士・修士）の一貫教育の修了をさす。リージョナルマネージャーには, 

単科大学の学士, 高等学校卒業者もいる。州は, リージョナルマネージャーの 1.5 名分の職員配置につき, 1
名は, 学士以上の学歴を保持することを推奨している。 

(36)  Hessische Regionalforen e.V. 
(37)  Bundesarbeitsgemeinschaft LEADER Aktionsgruppen (BAGLAG) 
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